


未来のビジネスを創るSDGs
貧困や気候変動など地球規模で広がる課題に対応すべく2015年に合意された「持続可能な開発目標」
（SDGs）。採択から３年が経過しようとする中、目標達成に向けて取り組みを加速させているのが日本の民
間セクターだ。彼らは今後、持続可能な社会を実現し低成長時代から脱却できるのか。SDGs関連ビジネス
のポテンシャルと日本企業の動きを見てみよう。
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出典：デロイト トーマツ コンサルティング（同）『SDGs関連ビジネスの世界市場規模試算』を基に本誌作成

SDGsの存在は徐々に日本企業に浸透している。（一社）グ

ローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン（GCNJ）が2018

年３月に発表した資料によると、大手企業を中心に構成され

る同ネットワークの会員企業のうち、およそ85％がSDGsに

関連する何らかの取り組みを行っている。一方、企業内の

CSR部門以外ではSDGsの認知度がまだまだ低く、SDGs

をビジネスチャンスとして捉える企業も多くない。上場企業を

対象とする経済産業省の別の調べでは、2016年時点で新

たなビジネスチャンスと捉える企業は37％に留まっている。

SDGsへの取り組みをいかに「本業化」するかが今後の課

題だ。
（グラフはGCNJ／IGES『未来につなげるSDGsとビジネス～日本における企業
の取組み現場から～』を基に本誌作成）

SDGsが企業に広がりを見せる一方、日本の一般消費者はどうか。（株）電通が全国 10～70 代の男女計 1,400 名を対象に行った「SDGsに関する生活

者調査」によると、SDGsの認知度は全体平均で14.8％にすぎず、特に女性の認知度が極めて低い。一方、SDGsを知らないと回答した人にもSDGsを説明

した上で行った調査では、約40％が「SDGsに関係があるような企業の商品やサービスを選んでいきたい」と回答するなど、理解が進めば一定のニーズがある

ことも読み取れる。SDGs関連のビジネスを成功させるには、SDGs自体の一般認知度を高める必要もありそうだ。（上のグラフは、電通の同調査を基に本誌作成）
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SDGsに関係があるような企業の
商品やサービスを選んでいきたい

SDGsに関係があるような企業の
株を買ったり、投資をしたりしたい
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参考：主要製品の市場規模（2017年）
自動車：約510兆円／鉄鋼：90兆円／半導体：40兆円／テレビ：10兆円

出所：Statistita, OICA、経産省

（単位：兆円）

426　（港湾インフラ開発、防災インフラ、老朽化監視システム 等）

338　（エコリフォーム、災害予測、バリアフリー改修、食品宅配 等）

334　（再生可能エネルギー発電、林業関連製品、災害リスクマネジメント 等）

（発電・ガス事業、
エネルギー開発 等）

SDGsの各目標の市場規模試算結果（2017年）

目標1　貧困をなくそう
目標2　飢餓をゼロに
目標3　全ての人に健康と福祉を
目標4　質の高い教育をみんなに
目標5　ジェンダー平等を実現しよう
目標6　安全な水とトイレを世界中に
目標7　エネルギーをみんなにそしてクリーンに
目標8　働きがいも経済成長も
目標9　産業と技術革新の基盤をつくろう
目標10　人や国の不平等をなくそう
目標11　住み続けられるまちづくりを
目標12　つくる責任つかう責任
目標13　気候変動に具体的な対策を
目標14　海の豊かさを守ろう
目標15　陸の豊かさも守ろう
目標16　平和と公正をすべての人に
目標17　パートナーシップで目標を達成しよう

183　（マイクロファイナンス、職業訓練、災害保険、防災関連製品 等）
175　（給食サービス、農業資材、食品包装・容器、コールドチェーン 等）

123　（ワクチン開発、避妊用具、医療機器、健康診断、フィットネスサービス 等）
71　（学校教育、生涯教育、文房具、Eラーニング、バリアフリー関連製品 等）

237　（保育、介護、家電製品、女性向けファッション・美容用品 等）
76　（上下水プラント、水質管理システム、水道管、公衆トイレ 等）

119　（雇用マッチング、産業用ロボット、ベンチャーキャピタル、EAP 等）

210　（宅配・輸送サービス、通信教育、送金サービス、ハラルフード 等）

218　（エコカー、エコ家電、リサイクル、食品ロス削減サービス 等）

119　（海洋汚染監視システム、海上輸送効率化システム、油濁清掃、養殖業 等）
130　（生物多様性監視サービス、エコツーリズム、農業資材、灌漑設備　等）

87　（内部統制監査、セキュリティサービス、SNS 等）

NA（各目標の実施手段を定めたものであるため、対象外）

803　



欧米の幅広い領域

　「90％：10％」。これは周知
のことと思うが、世界の資金移動
を示す比率である。90％が民間
資金、10％が公的資金。10％に
は世界銀行などの開発資金、先進
各国の援助資金などが含まれてい
る。
　これら資金の多くは、新興国は
じめ多くの開発途上国の経済・社
会インフラ部門に投入されるもの
と予想されている。アジアの将来
に向けてのインフラ需要だけでも
70兆ドルを超えると見られる。
2000年から始まった欧米諸国の
官民連携（PPP）という援助思想
も、膨大な開発途上国の資金需要
に応じていくために、民間資金と
の連携を余儀なくされたからだと
言われる。以来、ヨーロッパ（英
仏独）でも米国でも、民間資金を
政府ベースの開発援助計画と連携
させるようになった。
　たとえば、英国ではかつて
Trade Promotion Program（貿
易促進計画）があった。英国は英

連邦に加盟する開発途上国を対象
に英国はじめ欧州連合（EU）へ
の輸出促進を目的に輸出製品開発
も支援している。米国もカリブ海
諸国を対象に、米国市場への輸出
促進を計画し、輸出製品の開発か
ら米国への輸入を請負う貿易会社
の創設までも援助している。
　古い話だが、筆者は1987年３
月に米国国務省に属する米国国際
開発庁（USAID）と連携してい
る10社ほどの援助系コンサル
ティング企業を取材したことがあ
る。その中の一社が先に述べたカ
リブ諸国から米国への輸出促進援
助を担当していた。欧米では開発
コンサルタントの活躍がいかに幅
広いかを知らされる一幕である。
　もう一つのUSAID下の援助系
コンサルティング企業は、ブラジ
ルでの市場性の低い熱帯特有の新
しい薬品開発計画に関わっており、
計画から試験段階までのプロセス
を支援していた。このように、欧
米のコンサルティング企業の専門
領域は多岐にわたっており、その
役割も大きく、社会的地位も高い。

親ガメの背中の子ガメ

　ところが、明治以来の日本のコ
ンサルタントの歴史をたどって見
ると、中央政府であれ地方政府で
あれ、公共事業の計画立案から設
計まですべて役所中心に進められ
てきた。まさに、官尊民卑的で
あったと言える。そうした社会的
風潮の中では、一般の民間企業を
含む産業界全体が「官に右へ習
え」で、官側の規範に沿っていた
と言える。だから、コンサルティ
ング業界も官の計画立案・設計の
下請け的存在で、せいぜい図面書
きなどの下請けに甘んじてきた。
　こうした歴史の中で、国内のコ
ンサルティング企業が国内の官庁
下請けから独立して一気に海外に
進出し、国際的な開発コンサル
ティング企業に飛躍できたのは、
わが国の東南アジアへの戦後賠償
からであったと言える。そして、
その後の政府開発援助（ODA）
の発展で多くの開発コンサルティ
ング企業が国際経験を積み、社会
的な存在感を高められるように

なった。
　しかし、今年３月の国際建設技
術協会の調査（28社対象）によ
ると、2015年ベースで見た場合、
国内事業量の約7,000億円に対し、
海外は1,000億円を超えたものの、
その収益率は国内の8.26％に対
し、海外0.18％と極端に低い。
ところが、海外受注と言っても、
16年度の場合、海外受注総額
1,377億円のうち、ODAベース
の円借款を含む国際協力機構
（JICA）案件の受注比率は全体
の87.4％を占めており、ODA以
外の受注比率はなんと6.5％と驚
くべき低さである。
　こうした状況から見る限り、日
本の開発コンサルティング企業は
一応、海外進出できたとは言え、
国内と同じく未だ政府依存度の高
い状態にあると言える。これでは
「親ガメ（ODA）がひっくり返
ると、背中の子ガメもひっくり返
る」ことになりかねない。親ガメ
の背中にいつまでも乗っていては
国際競争に打ち勝つ国際コンサル
ティング企業への道はほど遠い。
こうした現状を打開するためにも
ODA事業を足場に、国際コンサ
ルティング企業としての競争力を
身に付けて国際市場への道を切り
開かなければならない。すでに海
外志向の強い企業の中には、海外
子会社を設立して、そこを中心に
幅広い海外受注活動を続けている
企業も見うけられる。
　一方、その状況にまで達しない
企業は、外国人を採用したり、在
外事務所ベースで現地人材を確保
している。ただ、コンサルティン

グ企業の多く
では、海外受
注と言っても
コスト倒れだ
と言うが、そ
れは高い賃金
の日本人が多
く関わってい
るからではな
かろうか。国
際化とは企業
の構成要員ま
でを含めての
国際化であって、別な言い方をす
ると、企業の海外移転、現地化で
はなかろうか。

裾野の広い市場

　それでは次に、将来の国際コン
サルティング・マーケットを考え
てみたい。まず、国際的なコンサ
ルティング業の範囲も、今や花形
となっているハード系のインフラ
系開発コンサルティングにとどま
らず、ソフト系開発と言うか、た
とえば、日本の経験とノウハウの
詰まった都市ゴミの総合解決シス
テムをはじめ、保健医療、看護、
教育、新しい農業・食品開発、防
災などの分野を想定すると、その
裾野は広い。
　こういう領域がこれからの
ODAの市場にもなる可能性が高
いと見てよいだろう。しかも、そ
れらは単にODA事業にとどまら
ず、たとえば、保健医療、老後対
策などは社会システムと共に保健
医療や看護などの関連産業製品の
輸出促進ということで重視される
時代が到来する可能性が強い。す

でに、病院の海外進出は総合商社
のビジネス・ターゲットになって
いる。
　時代と共に、これらのソフトを
伴う国際移転をビジネス化する企
業グループも出てこよう。その時、
コーディネーターとして、開発コ
ンサルティング・グループの役割
も大きくなる。コンサルティング
業は「頭脳と知恵」を売るビジネ
スだと言われて久しいが、これか
らの国際展開ではその能力を十分
に発揮できるよう進化してほしい
ものだ。しかし、こうしたレベル
にまで発展するには、なんと言っ
ても知識と知恵の詰まった「人
材」の確保と育成が求められる。
また、その確保・育成はインター
ナショナル・レベルで行う必要が
あろう。
　いずれにしろ優れた人材の育
成・確保がなければ、国際級のコ
ンサルティング業への道は遠い。
JICAの資金ショート事件を契機
にコンサルティング業はどう進化
すれば生き残れるのかを真剣に考
える時代が到来している。
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国際コンサルティング企業への道
新しい市場開拓への発想転換を

トランプ米大統領と北朝鮮の金正恩との米朝首脳会談が実現したシンガポール。シンボルのマーラ
イオンがその成り行きを凝視する。失敗したら、マーライオンは水を勢いよく吐き出さなかったのでは

キム・ジョンウン



発進！ SDGsのビジネス～2030年までの成長戦略

c o l u m n

SDGsからイノベーションを生み出す

　日本企業でのイノベーション経営普及を

目的に2013年に発足した（一社）Japan 

Innovation Network（JIN）は16年、国連

開発計画（UNDP）と共同で持続可能な

開発目標（SDGs）の達成に向けてオープ

ンイノベーションを促す「SDGs Holistic 

Innovation Platform」（SHIP）を立ち上

げた。ワークショップやコンサルティングを通

じて、参加企業にSDGsの理解促進から個

別課題の抽出、ビジネスモデルの構築、事

業化までを支援している。

　「イノベーション」とは、新たなビジネスの

創出と本業の革新の両方を指す。だが、日

本企業の多くは、事業を効率的に実行する

能力には長けているが、新たな課題を発見

してその解決に向けたビジネスモデルを構

想するのが苦手だ。高い技術やノウハウを

持ちながら、それらをビジネスの革新にどうつ

なげれば良いのかが分からない。

　こうした中で、SDGsは2030年までの17

の目標と169のターゲットを打ち出した。こ

れは世界各国が理想の未来像とそれに向

けた課題に合意したということであり、その

「未来」と「現在」の差分こそが、企業がイノ

ベーションを通じて獲得できる潜在的な市

場となる。　

　そこで、SHIPではSDGsの目標から各企

業に見合った具体的な課題に落とし込み、

新たなビジネス機会を検討するアプローチ

を採用した。特に日本企業は、まず今ある技

術やノウハウの範囲で何ができるのかを考

えがちで、どうしてもSDGsが定める大きな課

題への取り組みにつながらない。だが、

SDGsの未来像から逆算しビジネスモデル

を構想すれば、他の企業や関係機関と連

携して大きな課題に取り組む道筋も見えて

くる。

　そのため、JINは今年度、 NTTデータと連

携して、企業が特定した課題について世界

170都市のスタートアップから提案を募集し、

これらの企業との連携を促す「SDGsグロー

バルスタートアッププログラム」を開始した。

世界のベンチャー企業や関連機関とオープ

ンイノベーション活動を展開してきたNTTデ

ータのノウハウとネットワークなどを生かして

事業化支援を加速させていく。

　SDGsの採択から２年が経過したが、日

本企業の多くはまだ、SDGsの目標に照らし

て自社の課題を見出す段階であり、既存事

業をSDGsに関連付ける「タグ付け」に留ま

っている。SHIPでは、引き続き、こうした企業

にSDGsを出発点にビジネスを変革すること

の重要性を広め、その機会を提供していき

たい。

（一社）Japan Innovation Network（JIN） 専務理事　西口 尚宏氏

総　　論1

　しかし、企業は今やODAを使
わず自力でSDGsに取り組み始め
た。いくつかの開発コンサルティ
ング企業も、これを新たなビジネ
スチャンスとして捉えて、開発途
上国の知見を企業に提供しようと
動いている。（詳細は22～23ペ
ージ参考）
　折りしも昨年末から続くJICA
の資金不足問題の影響を受けて、
日本の開発コンサルタンティング
業界は一層の苦境に直面している。
民間発の「SDGsビジネス」の波
は、開発コンサルタントの生き残
りをかけた脱ODAの追い風にも
なりうるだろう。

トワークを活用して、日本企業に
よる開発途上国の課題への取り組
みを支援していきたい」と述べた。

開発業界にも新たな商機

　SDGsに向けた経済界の動きに

日本の政府開発援助
（ODA）業界も反応し
ている。特にこの20年
間、世界のODA総額は
伸び悩み、日本も1997
年をピークにODAを半
減させた。一方、民間
による開発途上国向け
の対外投資が急速に伸
びていることから、こ

れまで国際協力機構（JICA）も
「中小企業の海外展開支援」、
「海外投融資」など、さまざまな
官民連携スキームを通じて、民間
企業を途上国開発へと動員してき
た。

経済界で流行るSDGsバッジ

　昨今、一部の企業経営者やビジ
ネスパーソンの間で、「ピンバッ
ジ」が流行っている。東京都内の
電機メーカーのCEOは、ある日
の企業の交流会の場で、参加者が
一様に17の色がドーナツ型に配
置されたこのバッジを胸に付けて
いるのを見て驚いたという。
　この17色が示すのは、国連が
2015年に採択した「持続可能な
開発目標」（SDGs）だ。17の目
標と169のターゲットを定めたこ
の目標は今、大手企業を中心に日
本の産業界に広がり始めている。
　もともと社会課題への取り組み
と言えば、政府開発援助（ODA）
をはじめ、公的資金が主要な役割
を果たしてきた。他方、民間企業
は「企業の社会的責任」（CSR）の
下、本業とは別に非営利事業を小
規模に行うに留まることが多い。
　しかし、先進国・途上国問わず
多様な社会課題が進行する中で、
政府の資金だけではこれらの解決
を図るのは不可能だ。国連が
SDGsを掲げて、民間企業を課題
解決の主役に引き上げたのはこう
した背景がある。

ESG投資がもたらすブーム

　他方、SDGs採択から３年を経

て、企業側もSDGsに積極的な姿
勢を見せるようになった。これは
環境・社会・ガバナンスにわたる
企業情報に配慮した「ESG投
資」の影響が大きい。
　ESG投資は、06年に国連が機
関投資家向けにESG投資を提唱
する「責任投資原則」（PRI）を
発表したことで世界的に知られる
ようになった。特に日本では、公
的年金の運用機関である「年金積
立金管理運用独立行政法人」
（GPIF）が15年にこれに署名し
たことで潮目が変わった。
　同機関は、資本市場全体に分散
しながら長期的な資産運用を行う
国内最大の「ユニバーサル・オー
ナー」として知られ、多数の金融
機関にその運用を委託している。
特にPRIへの署名以降、同機関は
委託先の金融機関による投資活動
にESGへの配慮を求めるように
なり、５年前にごくわずかだった
ESG投資の割合が17年に35％ま
で増加している。これに合わせ、
投資先の企業によるSDGsへの取
り組みも待ったなしとなった。

ビジネスの成長につなげる

　こうして民間企業は政府と並ぶ
SDGsのアクターとなりつつある
が、現状のCSR活動の規模だけ
では世界のあらゆる課題を網羅す

るこの目標を達成することは不可
能だ。企業にCSR拡大をいたず
らに求めるのも現実的ではない。
　そこで、重要なのが、SDGsを
いかに企業の「本業」の成長へと
つなげるかだ。すでに官民双方で
模索が始まっており、経済界では
経団連が17年11月におよそ７年
ぶりに「企業行動憲章」を改定。
AIやロボットなど、企業が持つ
革術技術などを活用して人々の暮
らしを改善する未来社会を指す
「Society 5.0」の実現を通じて、
SDGsの達成する成長モデルを発
表した。
　他方、国連開発計画（UNDP）
は（一社）「Japan Innovation 
Network」（JIN）との共催で16年
に「SDGs Holistic Innovation 
Platform」（SHIP）を立ち上げ
た。SDGsをイノベーションの機
会と捉え、社会課題の共有から事
業形成までの機会を提供している。
（詳細はコラムを参照）　
　UNDPの近藤哲生・駐日代表
は「ミレニアム開発目標（MDG
ｓ）に比べて、SDGsが環境問題や
経済成長など日本や新興国が直面
する課題にもより焦点を当てたこ
とで、企業も取り組みやすくなっ
た。だが、開発途上国での開発課
題も引き続き重要だ。UNDPは
世界170以上の国・地域でのネッ

開発途上国の貧困・飢餓問題から先進国の環境・労働問題まで、あらゆる課題に目を向けた「持続可
能な開発目標」（SDGs）。日本政府も昨年末に今後の実施方針となる「SDGsアクションプラン2018」を
策定するなど取り組みを進めている。だが、その実現には確たる技術とノウハウを持つ民間企業の
参加が欠かせない。SDGsの旗の下で、日本の産業界は大きな転換点を迎えている。

SDGsの課題を細かく分析するSHIPプログラムの参加者=JIN提供
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